
◆インボイスが始まるけれど
2023年10月から、インボイス制度（適格請求書保存

方式）がスタートします。インボイス番号の確認や取得
状況についての問い合わせが来ている、との話をよく耳
にするようになりました。
平成28年度 与党税制改正大綱 （参考資料②-2）では、

国内823万の事業者のうち、513万者余（63％）が免税
事業者で、うち435万が個人の免税事業者、77万が法人
の免税事業者とされていました。すなわち、インボイス
制度導入により、日本国内の63％もの事業者が影響を
受けるのです。
ただし、免税事業者と言えど、消費税を請求する権利

が消費税法上ありますし、また、仕入消費税分を転嫁し
ないで自己負担とする義務などありません。インボイス
制度が消費税請求の権利、転嫁の権利を踏みにじるのだ
とすると、それは由々しきことです。

◆８割特例を用意して損の緩和と受容奨励
免税事業者のままでは、インボイスを発行できないの

で、免税事業者と取引する課税事業者は、消費税の仕入
税額控除が適用されなくなり、損をすることになる、と
言われています。

その損を緩和せんとするのが、８割特例です。インボ
イスのない免税事業者との取引額の消費税10％消費税
について、８割にする、というものです。
消費税込みで110万円の取引とすると、仕入税額控除

は10万円の８割80,000円となり、控除除外された
20,000円は経費として損金算入され、法人税等の負担
税率が30％だったとすると、6,000円の法人税額等の減
少効果を生み、合わせて86,000円の税負担軽減となる
ので、免税事業者との取引で損をする額は、10万円－
86,000＝14,000円です。消費税率10％の中の14％部
分です。税抜取引額の1.4％です。

◆２割特例では免税事業者が損を被る
免税事業者がインボイス発行事業者となった場合には、

２割特例が用意されていて、負担する消費税額は、消費
税額10万円の場合、その２割の２万円です。法人税負
担まで考慮すると上記と同じく1.4％です。
免税事業者が２割特例を適用すると、その取引相手は

仕入税額控除100％可能です。
どちらかに1.4％の税負担を負わせようとするインボ

イス制度ですが、そんなに大きな金額の負担ではないの
で、当面は、いずれの選択になろうと、取引への変化な
どはなさそうに思われます。

TAX NEWS LETTER
漆畑邦裕税理士事務所

インボイス不登録免税業者との取引での損失額

月号8

2023

１．インボイス不登録免税業者との取引での損失額
２．税務カレンダー（2023年８月）
３．給与水準を引き上げた中小企業は半数超え

〜トピックス〜

いつもお世話になっております。
猛暑の毎日でございますが、
いかがお過ごしでしょうか。
熱中症にはくれぐれもお気をつけください。

それでは、今月の事務所だよりをお届けします。



8月10日
●7月分源泉所得税・住民税の特別徴収税額の納付

8月31日
●6月決算法人の確定申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・（法人事業所税）・法人住民税＞
●3月、6月、9月、12月決算法人・個人事業者の3月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地方消費税＞
●法人・個人事業者の1月ごとの期間短縮に係る確定申告＜消費税・地方消費税＞
●12月決算法人の中間申告＜法人税・消費税・地方消費税・法人事業税・法人住民税＞（半期分）
●消費税の年税額が400万円超の3月、9月、12月決算法人・個人事業者の3月ごとの中間申告＜消費税・地方
消費税＞
●消費税の年税額が4,800万円超の5月、6月決算法人を除く法人・個人事業者の1月ごとの中間申告（4月決算
法人は2ヶ月分）＜消費税・地方消費税＞
●個人事業者の消費税・地方消費税の中間申告

○個人事業税の納付（第1期分）（8月中において都道府県の条例で定める日）
○個人の道府県民税及び市町村民税の納付（第2期分）（8月中において市町村の条例で定める日）

2023年８月の税務

誠に勝手ながら、下記の期間につきまして夏季休業とさせていただきま
す。
期間中はご不便ご迷惑をおかけ致しますが、何卒ご了承くださいますよ
う、お願い申し上げます。

夏季休業期間︓８月１1日(金)〜８月15日(火)



◆給与引き上げ企業3年ぶりに半数を上回る

日本政策金融公庫は「中小企業の雇用・賃金に関する調査」結果を発表しました。13,266社対象に回答は

5,473社となっています。

2022年12月の正社員の給与水準を見ると「上昇」と答えた企業割合は53.1％、前年41.1％から12.0ポイント

上昇しました。

業種別では、情報通信業（63.8％）、水運業（58.5％）、建設業（55.1％）等が上昇の割合が高くなっていま

す。23年の見通しは「上昇」と回答した企業が53.3％となっています。

正社員給与水準の引き上げの背景は「自社の業績が改善」と回答した企業割合が27.2％と最も高く、次いで

「物価の上昇」(19.4％)、「採用が困難」(18.4％)でした。

◆賃金総額でも「増加」が半数超え

22年12月の賃金総額を見ると「増加」と回答した企業割合が59.7％、「ほとんど変わらない」は29.2％、「減

少」は11％となっています。「増加」の割合は21年実績（49.3％）から10.4ポイント上昇しました。23年見通

しを見ると「増加」と回答した企業割合は60.5％となっています。

賞与の支給月数を見ると「増加」と回答した企業割合は31.3％、「変わらない」は48.5％となっています。

「増加」の割合は21年実績（30.5％）から8ポイント上昇しています。業種別に見ると倉庫業（43.8％）、宿

泊・飲食サービス業（37.7％）、卸売業（34.9％）などで「増加」の割合が高くなっています。

◆2023年版中小企業白書・小規模企業白書

別の調査を見てみると日本商工会議所の観測調査では、①中小企業の賃上げの動きは進みつつあるものの賃上

げが難しい企業も一定程度存在する。②賃上げを促進する原資を確保する上でも、取引適正化などを通じた価格

転嫁力の向上とともに生産性向上に向けた投資を行うことが重要である。

商工リサーチの「中小企業が直面する経営課題アンケート」では、①物価高騰により中小企業は収益減少の影

響を受けている、②値上げだけでなく経費削減や業務効率化による収益力向上に取り組んでいる。

中小企業は賃上げ分を確保するために非常な努力を続けているということでしょう。

給与水準を引き上げた中小企業は半数超え


